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       地方公共団体の政策評価の現状と課題 

Ⅰ 行政機能の変化と政策評価 

①管理志向型・行動志向型 
②事業・組織単位・圏域・グローバル単位 
③行政管理から戦略的経営 
 ・経営=限られた資源を有効に活用すること。 
 ・戦略=総合的視野で新たなイメージを形成すること。 
④地域の持続性確保 
 ・持続性=将来住民の選択肢を奪うことなく、現在住民のニーズを満たすこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 

★政策対象の拡大、ガバナンス構図の変化 

政策対象視野:広い 

政策対象視野:狭い 
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①制度・政策、施策・事務事業

とのレベルであっても新たな手

段の構想には及びづらいこと、

②外部変化に伴う未経験な現象

を対象として取り扱う視点が不

足すること、③既存枠組みを堅

持し、容易に選択できる範囲で

代替案を構想しやすい。 



Ⅱ.政策評価と政治 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）宮脇淳「図解財政のしくみ Ver.2」東洋経済新報社、2012 より作成。 
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合理的形成仮説 組織的形成仮説 

政策を目的と手段の連鎖とし社

会科学的分析手段でもたらされ

る評価結論は必ず次の予算編

成・政策形成に反映する考え。 

評価方式は、数値化による費用便

益分析など定量的手法で実施さ

れ、得られた結果は自動的に次の

政策形成にフィードバックされ

る枠組みを想定 
 

①予算編成等に参画する政策形

成者は評価機関の結果を受け取

り、政策の存廃も含めた大胆な

政策の見直しを実施する。 
②評価結果が予算編成等にフィ

ードバックされることを前提と

して、評価者は政策形成には関

与しない独立した位置付けとな

ること、等に特色。 
 
 

評価機関は行政内部に置かれ評

価結果は必ずしも次の予算編

成・政策形成に反映されるとは

限らないとする考え。 

評価結果の公表は、行政の内部

又は国民への情報共有的性格を

強くし、直接的な予算、政策の

見直しではなく政策議論の土壌

形成を中心とする枠組みを想定 

①評価結果は必ず反映される

仕組みではなく、フィードバッ

クされても予算編成の最終判

断が優先する。 
②政策の存廃等急進的な形で

はなく限定的一部修正型での

見直しが中心となる。評価者

は、政策形成過程に関与する位

置づけとなること、等の特色。 
 


